参考様式第５－１１号

受入れ困難となるに至った経緯に係る説明書

　特定技能外国人　　　　　　　　　　　　　　　の受入れ困難に係る届出を行うに当たっての経緯は以下のとおりです。
１　特定技能所属機関の都合による場合の具体的な事情
	



２　特定技能外国人の都合による場合の具体的な事情
　　事由発生までの経緯、発生後の特定技能所属機関の対応、退職（自己都合退職の場合）又は解雇（重責解雇の場合）の理由
	



３　受入れ困難となるに至った後の対応等
特定技能外国人から退職に係る相談の有無、相談があった場合はそれに対する対応
	



退職後に特定技能外国人が転職する予定がある場合は転職先、転職予定年月日
	



特定技能外国人に転職支援を実施する場合は支援の内容
	



退職後に特定技能外国人が帰国を希望している場合はその理由
	



　　特定技能外国人に帰国支援を実施する場合は帰国予定年月日、航空券の手配状況
	



退職後に特定技能外国人が転居する予定がある場合は転居先
	



４　特定技能外国人の連絡先
特定技能外国人に連絡を取ることが可能な電話番号　　　　　　　　　－　　　－　　　　
連絡先の名称（特定技能外国人が電話番号を保有していない場合　　　　　　　　　　　　

５　復帰の予定
　　特定技能外国人が復帰予定ありとする場合、復帰予定年月日　　　　　年　　　月　　　日

６　特定技能外国人の法的保護のための案内実施の有無
□	従前と同じ分野での就労を希望する場合は、ハローワーク等を利用して転職先を探すことが可能であることについて案内した。
□	転職する場合には在留資格変更許可申請が必要であることについて案内した。
□	住居地を変更した場合には、新住居地に移転した日から１４日以内に市町村に届け出る必要があることについて案内した。
□	在留資格変更許可又は資格外活動許可を受けることなく稼働した場合、在留資格の取消しや退去強制の対象となり得ることについて案内した。	
□	正当な理由なく特定技能外国人としての活動を行わず３か月以上在留している場合、在留資格の取消しの対象となることについて案内した。	
□	特定技能１号の在留資格で在留できる期間は許可された在留期間を通算して５年が限度であり、退職後の転職活動等を行う期間や再入国許可（みなし再入国許可を含む。）による出国中の期間も５年に含まれることについて案内した。
□	特定技能雇用契約終了について、特定技能外国人本人から出入国在留管理庁への届出が必要なことについて案内した。


上記の記載内容は、事実と相違ありません。													
				作成年月日　　　年　　　月　　　日
													
特定技能所属機関の氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　作成責任者の氏名　　　　　　　　　  　　　　　
			
（注意）
１　１欄について、「受入れ困難に係る届出書」（参考様式第３－４号）における届出の事由を「特定技能所属機関の都合」とした場合に記載すること。
２　２欄について、「受入れ困難に係る届出書」（参考様式第３－４号）における届出の事由を「特定技能外国人の都合」とした場合に記載すること。
３　４欄について、特定技能外国人自身が電話契約をしていない場合でも、連絡を取ることが可能な電話番号がある場合は当該連絡先を記載すること。
[bookmark: _GoBack]４　６欄について、特定技能外国人の退職に当たって、実施した案内がある場合はチェックすること。
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